
令和元年度 特定事業主行動計画（女性活躍推進法）に基づく取組の実施状況 

 
１ 女性活躍推進法の基づく特定事業主行動計画の趣旨 

   
平成２７年８月に「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成

２７年法律第６４号）。以下「女性活躍推進法」。」という」が成立し、地方公

共団体は、自らも事業主（特定事業主）として、女性の活躍に関する状況の把

握及び分析を行い、定量的な目標や取組内容を「特定事業主行動計画」として

策定し公表することとなったため、女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計

画の計画期間を平成２８年４月１日から令和３年３月３１日までの５年間と

して定め策定しました。 

 
２ 計画の実施状況 

 
  実施状況については、女性活躍推進法第１９条第６項の規定により、毎年少

なくとも１回取組の実施の状況を公表する必要があるため、数値目標となっ

ている次の項目について当該年度の状況を公表します。 

 
３ 数値目標 
○令和元年度管理職登用率 

管理職数 女性管理職数 登用率（％） 目標登用率（％） 

１２ １ ８．３ ２０ 

※令和元年度末現在の数値 

 
○令和元年度役職登用率（管理職含む） 

役職数 女性役職数 登用率（％） 目標登用率（％） 

３３ ７ ２２．１ ３０ 

※令和元年度末現在の数値 

 
○令和元年度女性職員割合 

 令 和元年 度 数値目標 率 

職 員 数 （ 人 ）  ６３ － 

女 性 職 員 （ 人 ） ２３ － 

女性職員の割合（％） ３６．５ ４０ 

※令和元年度末現在の数値 

 


